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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第60期 

第３四半期 
連結累計期間 

第61期 
第３四半期 
連結累計期間 

第60期 

会計期間 
自  2018年４月１日 
至  2018年12月31日 

自  2019年４月１日 
至  2019年12月31日 

自  2018年４月１日 
至  2019年３月31日 

売上高 （千円） 92,455,880 93,434,268 121,662,997 

経常利益 （千円） 1,742,929 1,687,215 2,338,320 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（千円） 1,118,250 1,131,907 1,370,270 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 876,644 1,041,638 982,724 

純資産額 （千円） 33,400,825 33,981,064 33,506,866 

総資産額 （千円） 61,190,232 60,267,124 58,788,752 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 35.56 36.00 43.58 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 54.6 56.4 57.0 

 

回次
第60期

第３四半期
連結会計期間

第61期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  2018年10月１日
至  2018年12月31日

自  2019年10月１日
至  2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 13.91 11.06 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

          おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

① 財政状態の状況 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は193億９百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億76百万円

増加いたしました。これは主に現金及び預金が11億18百万円、売掛金が５億25百万円増加したことによるものであ

ります。固定資産は409億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億97百万円減少いたしました。これは主に

投資その他の資産のその他に含まれる投資有価証券が２億20百万円、繰延税金資産が１億99百万円減少したことに

よるものであります。 

この結果、総資産は602億67百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億78百万円増加いたしました。 

 

（負債） 

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は197億42百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億23百万円

増加いたしました。これは主に買掛金が17億32百万円増加したことによるものであります。固定負債は65億43百万

円となり、前連結会計年度末に比べ７億19百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が７億16百万円減少し

たことによるものであります。 

この結果、負債合計は262億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億４百万円増加いたしました。 

 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は339億81百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億74百万

円増加いたしました。これは主に利益剰余金が５億65百万円増加した一方、退職給付に係る調整累計額が45百万

円、その他有価証券評価差額金が44百万円減少したことによるものであります。 

この結果、自己資本比率は56.4％となりました。 

 

② 経営成績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益が堅調に推移し、個人所得の改善や雇用拡大が続く

中、緩やかな景気回復基調が続きました。一方、海外では米中貿易摩擦問題の動向、中国経済の先行きなどにより

景気が下振れするリスクを含んでおり、先行きは不透明な状況が続いております。 

小売業界におきましては、人件費の上昇や原材料費の高騰および物流コストの増加など厳しい経営環境に加え、

10月から消費税率が引上げられたことなど生活防衛意識の更なる高まりから消費者の節約志向が続くとともに、ド

ラッグストアやコンビニエンスストアなど業態の垣根を越えた顧客獲得競争が激化しております。 

このような状況の中、当社グループは３ヵ年中期経営計画の２年目となる2019年度の取組みとして「健康経営」

「生産性向上」「教育」を３つの柱に掲げ「営業方針」「人材力方針」「経営管理方針」「成長戦略」「コンプラ

イアンス強化」「全社課題解決施策」を基本方針とし、お客様と従業員の「負」の解消を図る「ソリューション型

スーパーマーケット」の実現に向け全社を挙げて引き続き取り組んでおります。 

当第３四半期連結累計期間の取組みとして「健康経営」では、従業員の生活習慣病予防を目的に、特定保健指導

を実施するとともに、手のひらをセンサーに当てるだけで、野菜摂取の充足度を表示できる機器「ベジチェック

™」を従業員の健康増進を目的に本社に設置するなど「身体的な健康」「精神的な健康」「労働環境改善」に区分

し、従業員の健康意識を高める取組みを継続しております。 

「生産性向上」では、「フィールドワークによる作業効率向上」「ハードの導入による作業合理化」「システム

投入による作業種類数の削減」そして「神戸赤松台センター稼動による店舗作業削減」に取り組んでおり、ＡＩ機

能「フライヤーリフター」など新たなハードを導入することによる作業合理化とともに、自動発注対象商品の品目

数拡大のために実験を開始するなど作業種類数の削減に継続して取り組んでおります。セルフ精算レジは16店舗に

導入し合計58店舗、キャッシュリンクシステムは19店舗に導入し合計57店舗となりました。当期中に全店導入の完

了を予定しております。稼動から１年が経過した「神戸赤松台センター」は、炊飯・米飯および野菜の加工商品の

品目数拡大により店舗作業削減を図るとともに、４月から開店前の集中作業軽減を目的に、株式会社阪急フードプ

ロセスに輸入豚肉５品目の加工を委託し、５店舗へ商品供給を開始しておりました供給店舗は、33店舗拡大し合計

38店舗となりました。 
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「教育」では、６か月間の実習期間を経て正配属した新入社員を対象に、知識の修得と不安の解消を目的とした

「新入社員教育プログラム」に基づき職場への定着化を進めました。また、高齢者やお身体の不自由な方が、安心

して楽しくお買物ができる店舗づくりを目指し「ユニバーサルマナー」の研修を実施することで相手のことを思い

やり、行動できる人材育成にも取り組んでおります。 

12月に創業60周年の節目を迎え、日頃のご愛顧に対し感謝の気持ちをこめて、４月より創業60周年記念企画を実

施しております。創業60周年記念企画として、記念商品を49品目販売し、記念セールや記念イベントなどを開催し

ており、お客様にご好評いただいております。また、当社グループ従業員を対象とした創業60周年記念イベントを

開催しました。 

店舗の改装では、４月に川西店（兵庫県川西市）、10月に高槻店（大阪府高槻市）をリニューアルオープンする

とともに、お客様の買物環境や従業員の職場環境の整備を目的とした小改装を３店舗で実施いたしました。また、

お客様のさらなる利便性向上を目指し、４月より阪急阪神グループのＳポイントサービスの取扱いを全店舗に導入

いたしました。これにより、全店舗で電子マネー（関西スーパーおさいふカード）、クレジットカード（関西スー

パーカード）に加えて、共通ポイントカード（Ｓポイントカード）のサービスご利用が可能となりました。 

環境・社会貢献活動では、2007年３月より「ブナを植える会」の活動に賛同し、４月にお客様を招待して六甲山

において10回目となる記念植樹活動を実施するとともに、５月および６月には当社新入社員が森林保全活動に参

加、協力いたしました。また、マイバッグ利用推進によるレジ袋削減に継続して取り組むとともに、ノントレー包

装による省資源への取組みや「フードバンク」を通じて社会福祉施設などに食品寄贈を行っております。日常のお

買物の不自由を解消するために、お客様がインターネットで注文した商品を兵庫県内の対象エリアにお届けする

「ネット関西スーパーらくらく宅配」を５店舗で実施するとともに、地域との連携として、ご高齢者、お身体の不

自由な方などに商品をお届けする移動スーパー「とくし丸」を４店舗で運行開始し、合計12号車となりました。 

以上の結果、当社グループの第３四半期連結累計期間の売上高は、客数と買上点数が前期を上回ることで934億

34百万円（前年同期比1.1％増）となりましたが、営業利益は、人件費や配送コストの上昇、そして多様化するキ

ャッシュレス決済によるクレジットおよびポイント費用の増加などにより、14億23百万円（前年同期比3.0％

減）、経常利益は16億87百万円（前年同期比3.2％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は11億

31百万円（前年同期比1.2％増）となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 主要な設備 

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2019年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 31,940,954 31,940,954 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計 31,940,954 31,940,954 － － 

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 31,940,954 － 9,862,933 － 10,889,941

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

        2019年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 462,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,472,300 314,723 － 

単元未満株式 普通株式 5,854 － － 

発行済株式総数   31,940,954 － － 

総株主の議決権   － 314,723 － 

（注）  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

②【自己株式等】

        2019年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

㈱関西スーパーマーケット 
兵庫県伊丹市中央

５－３－38 
462,800 － 462,800 1.45 

計 － 462,800 － 462,800 1.45 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 営業本部長 常務取締役 商品本部長 岡 秀夫 2019年７月１日 

取締役 営業副本部長 

兼 営業推進グループマネジャー 
取締役 店舗運営本部長 柄谷 康夫 2019年７月１日 

取締役 管理副本部長 

兼 人事グループマネジャー 
取締役 人事グループマネジャー 北山 忠和 2019年７月１日 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,763,970 12,882,062 

売掛金 1,411,659 1,937,610 

商品 2,796,443 2,951,739 

貯蔵品 49,069 39,268 

その他 1,312,554 1,499,126 

流動資産合計 17,333,697 19,309,806 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 9,418,241 9,357,098 

土地 20,878,636 20,878,636 

その他（純額） 2,406,243 2,535,366 

有形固定資産合計 32,703,121 32,771,101 

無形固定資産 479,600 454,606 

投資その他の資産    

差入保証金 4,680,517 4,575,630 

退職給付に係る資産 933,507 948,526 

その他 2,658,306 2,207,453 

投資その他の資産合計 8,272,331 7,731,610 

固定資産合計 41,455,054 40,957,317 

資産合計 58,788,752 60,267,124 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 10,721,129 12,453,280 

1年内返済予定の長期借入金 1,872,000 1,502,000 

未払法人税等 313,060 154,889 

賞与引当金 871,944 436,204 

その他 4,240,460 5,195,998 

流動負債合計 18,018,593 19,742,372 

固定負債    

長期借入金 3,390,000 2,674,000 

退職給付に係る負債 838,328 860,858 

資産除去債務 424,623 427,450 

その他 2,610,339 2,581,378 

固定負債合計 7,263,291 6,543,687 

負債合計 25,281,885 26,286,059 

純資産の部    

株主資本    

資本金 9,862,933 9,862,933 

資本剰余金 10,906,837 10,906,837 

利益剰余金 12,918,148 13,483,442 

自己株式 △308,351 △309,179 

株主資本合計 33,379,568 33,944,034 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 181,498 136,857 

退職給付に係る調整累計額 △54,200 △99,828 

その他の包括利益累計額合計 127,298 37,029 

純資産合計 33,506,866 33,981,064 

負債純資産合計 58,788,752 60,267,124 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

売上高 92,455,880 93,434,268 

売上原価 70,279,279 71,236,523 

売上総利益 22,176,601 22,197,744 

営業収入 1,502,327 1,487,446 

営業総利益 23,678,929 23,685,190 

販売費及び一般管理費 22,211,482 22,261,668 

営業利益 1,467,447 1,423,522 

営業外収益    

受取利息 4,920 4,763 

受取配当金 42,595 23,095 

持分法による投資利益 － 87 

受取手数料 136,739 136,735 

リサイクル材売却益 68,696 72,742 

その他 83,813 68,695 

営業外収益合計 336,765 306,119 

営業外費用    

支払利息 35,411 25,397 

持分法による投資損失 6,424 － 

株式管理費 9,189 9,909 

その他 10,257 7,120 

営業外費用合計 61,283 42,427 

経常利益 1,742,929 1,687,215 

特別利益    

固定資産売却益 9,145 － 

投資有価証券売却益 148,558 52,297 

受取保険金 － 9,451 

特別利益合計 157,704 61,748 

特別損失    

固定資産除売却損 31,867 12,736 

投資有価証券売却損 132,934 51,671 

投資有価証券評価損 14,328 － 

災害による損失 75,730 6,676 

特別損失合計 254,861 71,083 

税金等調整前四半期純利益 1,645,771 1,677,879 

法人税、住民税及び事業税 170,865 285,532 

法人税等調整額 356,655 260,440 

法人税等合計 527,521 545,972 

四半期純利益 1,118,250 1,131,907 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,118,250 1,131,907 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

四半期純利益 1,118,250 1,131,907 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △175,092 △42,537 

退職給付に係る調整額 △58,655 △45,628 

持分法適用会社に対する持分相当額 △7,858 △2,102 

その他の包括利益合計 △241,606 △90,268 

四半期包括利益 876,644 1,041,638 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 876,644 1,041,638 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（2019年３月31日）および当第３四半期連結会計期間（2019年12月31日）

  該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自  2018年４月１日  至  2018年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自2019

年４月１日  至  2019年12月31日）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年12月31日）

減価償却費 1,217,828千円 1,299,884千円

 

（株主資本等関係）

  前第３四半期連結累計期間（自  2018年４月１日  至  2018年12月31日） 

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月20日

定時株主総会
普通株式 251,831 8 2018年３月31日 2018年６月21日 利益剰余金

2018年10月31日

取締役会
普通株式 251,830 8 2018年９月30日 2018年11月16日 利益剰余金

 

  当第３四半期連結累計期間（自  2019年４月１日  至  2019年12月31日） 

配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月19日

定時株主総会
普通株式 314,788 10 2019年３月31日 2019年６月20日 利益剰余金

2019年10月30日

取締役会
普通株式 251,824 8 2019年９月30日 2019年11月15日 利益剰余金

（注） 2019年６月19日定時株主総会決議の１株当たり配当額には、創業60周年記念配当２円が含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自  2018年４月１日  至  2018年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自  

2019年４月１日  至  2019年12月31日）

  当社グループの事業は、商品の種類、性質、配送および販売方法等の類似性から判断して、スーパーマーケット

等による商品販売およびその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（金融商品関係）

前連結会計年度末（2019年３月31日）および当第３四半期連結会計期間末（2019年12月31日）

  四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

前連結会計年度末（2019年３月31日）および当第３四半期連結会計期間末（2019年12月31日）

  四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度末（2019年３月31日）および当第３四半期連結会計期間末（2019年12月31日）

  四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

   
前第３四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益   35円56銭 36円00銭

（算定上の基礎）      

  親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 1,118,250 1,131,907

  普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

  普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益
(千円) 1,118,250 1,131,907

  普通株式の期中平均株式数 (千株) 31,444 31,443

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得） 

当社は2020年２月６日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を

以下のとおり実施いたしました。 

(1) 自己株式の取得を行う理由 

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の一環として取得いたします。 

(2) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容 

① 取得対象株式の種類          当社普通株式 

② 取得する株式の総数          1,200,000株（上限） 

（注）2019年12月31日時点の発行済株式総数（自己株式を除く）に対する

割合 3.81％ 

③ 株式の取得価額の総額        1,224,000千円（上限） 

④ 取得日                      2020年２月７日 

⑤ 取得方法                    東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け 

(3) 自己株式の取得結果 

① 取得対象株式の種類          当社普通株式 

② 取得した株式の総数          1,000,000株 

③ 株式の取得価額の総額        1,020,000千円 

④ 取得日                      2020年２月７日 

⑤ 取得方法                    東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け 
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２【その他】

2019年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・251,824千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・８円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・2019年11月15日

（注）  2019年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  該当事項はありません。
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    独立監査人の四半期レビュー報告書 
   

 

2020年２月10日

株式会社関西スーパーマーケット

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 高木    勇    印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 宮内    威    印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社関西スーパーマーケットの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第

３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期

間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し

て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して

実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国

において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限

定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関西スーパーマーケット及び

連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の

経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


